
主な議案

松伏町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例 

松伏町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

松伏町課設置条例の一部を改正する条例 

人事 松伏町副町長の選任について 

目 黒 健 二 (めぐろ けんじ)氏

問　許可を受けた事業者について、受入れ可能人数と対象者への周知方法を伺う。 
答　�公費で給付費を国や県や町から受け取るための要件を定めるもの。運営方法や会計、情報
公開などのソフト面の基準を定めるもの。町立第一保育所での受入れになります。こども
誰でも通園制度としての受入れ可能人数は、１日数名程度になる。町の公式ホームページ
やスマホ町役場（公式ＬＩＮＥ）などのＳＮＳも活用し周知に努める。 

特定乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の運営に関する基準を定める 

子ども子育て支援納付金に充てるための課税額を定め、並びに課税限度額を改定する 

政策決定及びシティプロモーションを一体的に行い、また、更なる行財政運営の効率化
を図るとともに激甚化が進む自然災害に迅速に対応するために、課の再編をする

趣旨

趣旨

趣旨

任期：令和８年４月１日から令和12年３月31日まで

所得割額 基礎控除後の総所得金額等に100分の0.29を乗じて得た額 
被保険者均等割額 被保険者１人について 1,773 円 

区　　分 現　行 改　定　後
基 礎 課 税 額 	 65万円 	 66万円
後期高齢者支援金等課税額 	 24万円 	 26万円
介 護 納 付 金 課 税 額 	 17万円 	 17万円
合 　 　 　 　 　 　 計 	 106万円 	 109万円

現　行
総務課 総務秘書・

シティプロモーション担当
職員文書担当

地域安全室
地域安全担当

改　　正　　後
政策総務課 総合政策担当

総務秘書・
シティプロモーション担当
職員担当

地域安全課 地域安全担当

企画財政課 総合政策担当
財政担当

人権推進室
人権推進担当

行財政課 庶務担当
文書情報担当
財政担当

人権推進室
人権推進担当
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総額　９,400万６,000円の減額
令和７年度松伏町一般会計補正予算(第７号）

〈主な歳入〉

〈主な歳出〉

普通交付税	 8,209.4万円
障害者自立支援給付費負担金　国庫支出金	 4,030万円
　　　　　〃　　　　　　　　県支出金	 2,015万円
地域未来交付金	 293.2万円
都市構造再編集中支援事業費補助金	 ▲1億5,250.4万円

戸籍等交付サービス事業、戸籍電算システム改修委託料	
1,461.7万円

介護給付費、訓練等給付費	 8,060万円

家庭系ごみ資源化処理委託料	 ▲260万円

土地利用型農業活性化対策補助金	 ▲196万円

災害対策用備蓄資機材	 586.5万円

減額の原因と理由は、保健センター建設事業に対する補助金（補助率は２分の１）。令和７年度当初予算
では2億2,330万4千円の交付を見込んでいたが、実際の国からの交付決定額は補助対象経費の２割程度
の1億80万円となったことから減額補正とした。

減額の理由は、令和７年度、家庭から出る燃えないごみや粗大ごみの収集量が減少したことにより、雑芥
残渣処理にかかる費用が少なく見込まれた。また、これまで埋立て処理をしていたガラスくずについて新
たに民間事業者に再生処理委託を行うことにより処理費用が安価になった。

減額の理由は、主食用米から加工用米などの転換推進を目的として、転作作物の出荷の取組をしている農
業者に対して、国の経営安定対策事業費補助金、また埼玉県の水田収益力強化ビジョン産地交付金が交付
をしているが、その補助金にＪＡと町が２分の１ずつ負担をして、町補助金として上乗せ、交付をしてい
る。７年度は、転作に取り組んだ農家が２件。

購入する資機材は、避難所開設キット、ラップ式簡易トイレに係る購入費用。町内16か所の避難所のう
ち、避難所開設訓練を実施した６か所は避難所開設キットは既に用意されている。 

内容

内容

内容

内容

問　内容の説明を求める。
答	 ①旧氏の対応。令和９年度に施行予定の戸籍附票への旧氏及び旧氏振り仮名の記載改修。
	 ②旧氏対応での改正。
	 ③�共同親権を導入する民法の改正の施行に伴うシステム改修。戸籍の届出において、現行法は離婚の際に父

か母のどちらかを親権者として離婚することになっているが、父と母両方の共同親権で選択できるという
民法が改正になる。

問	 内容と、手帳ごとの具体的な人数について説明を求める。
答	� 精神障がい者保健福祉手帳及び療育手帳の所持者の数が増加していることに伴い、障がい福祉サービスのう
ち、主に共同生活援助、また就労系のサービスの利用者が増えたことによって増額補正を計上した。精神障
がい者健康福祉手帳の所持者数は、令和７年12月末時点で401人（対前年度比31人の増）。療育手帳が令
和７年12月末時点で320人（対前年度比10人の増）。

消防費

衛生費

民生費

総務費

農林水産業費
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